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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２枚の基板間に強誘電性液晶と重合性モノマーの重合物とを含む液晶層が狭持され、前
記基板の対向面上にそれぞれ電極と光配向膜とが順次形成された液晶表示素子であって、
　前記光配向膜の構成材料が、光異性化反応を生じることにより前記光配向膜に異方性を
付与する光異性化反応性化合物を含む光異性化型の材料であり、かつ、前記光配向膜の構
成材料が、前記液晶層を挟んで互いに異なる組成であり、
　前記光異性化反応性化合物が、分子内にアゾベンゼン骨格を有する化合物であり、
　一方の前記光配向膜に用いられる前記光異性化反応性化合物が、前記アゾベンゼン骨格
以外に芳香族炭化水素基を有し、下記化合物５であり、他方の前記光配向膜に用いられる
前記光異性化反応性化合物が、前記アゾベンゼン骨格以外に芳香族炭化水素基を有さず、
下記化合物１～４のいずれかであり、
　前記光配向膜が、前記アゾベンゼン骨格のトランス体を含み、液晶分子を水平配向させ
る光配向膜であり、
　前記強誘電性液晶が、単安定性を示し、相系列にスメクチックＡ相を持たないものであ
ることを特徴とする液晶表示素子。
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【化１】

【請求項２】
　前記重合性モノマーの重合物を構成する重合性モノマーが紫外線硬化性液晶モノマーで
あることを特徴とする請求項１に記載の液晶表示素子。
【請求項３】
　薄膜トランジスタを用いたアクティブマトリックス方式により駆動させるものであるこ
とを特徴とする請求項１または請求項２に記載の液晶表示素子。
【請求項４】
　フィールドシーケンシャルカラー方式により駆動させるものであることを特徴とする請
求項１から請求項３までのいずれかの請求項に記載の液晶表示素子。
【請求項５】
　請求項１または請求項２に記載の液晶表示素子の製造方法であって、
　前記液晶層が、前記基板間に前記強誘電性液晶と前記重合性モノマーとを含む液晶層形
成用組成物を封入する液晶封入工程と、
　前記強誘電性液晶をカイラルスメクチックＣ相の状態とする液晶配向工程と、
　前記強誘電性液晶がカイラルスメクチックＣ相の状態で前記重合性モノマーを重合する
重合工程と、により形成されることを特徴とする液晶表示素子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、強誘電性液晶を用いた液晶表示素子に関するものであり、より詳しくは光配
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向膜を用いて強誘電性液晶の配向を制御した液晶表示素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示素子は薄型で低消費電力などといった特徴から、大型ディスプレイから携帯情
報端末までその用途を広げており、その開発が活発に行われている。これまで液晶表示素
子は、ＴＮ方式、ＳＴＮのマルチプレックス駆動、ＴＮに薄層トランジスタ（ＴＦＴ）を
用いたアクティブマトリックス駆動等が開発され実用化されているが、これらはネマチッ
ク液晶を用いているために、液晶材料の応答速度が数ｍｓ～数十ｍｓと遅く動画表示に充
分対応しているとはいえない。
【０００３】
　強誘電性液晶（ＦＬＣ）は、応答速度がμｓオーダーと極めて短く、高速デバイスに適
した液晶である。強誘電性液晶はクラークおよびラガーウォルにより提唱された電圧非印
加時に安定状態を二つ有する双安定性のものが広く知られているが（図３）、明、暗の２
状態でのスイッチングに限られ、メモリー性を有するものの、階調表示ができないという
問題を抱えている。
【０００４】
　近年、電圧非印加時の液晶層の状態がひとつの状態で安定化している（以下、これを「
単安定」と称する。）強誘電性液晶が、電圧変化により液晶のダイレクタ(分子軸の傾き)
を連続的に変化させ透過光度をアナログ変調することで階調表示を可能とするものとして
注目されている（非特許文献１、図３）。このような単安定性を示す液晶としては、通常
、コレステリック相（Ｃｈ）－カイラルスメクチックＣ相（ＳｍＣ＊）と相変化し、スメ
クチックＡ相（ＳｍＡ）を経由しない強誘電性液晶が用いられる。このように強誘電性液
晶が単安定性を示す場合にはメモリー性を持たず、画素ごとにトランジスタやダイオード
などの能動素子を付加したアクティブマトリックス方式により駆動させることが望ましい
。中でも、能動素子としてＴＦＴ素子を用いたアクティブマトリックス方式を採用すると
、目的の画素を確実に点灯、消灯できるため高品質なディスプレイが可能となる。
【０００５】
　一方、強誘電性液晶は、ネマチック液晶に比べて分子の秩序性が高いために配向が難し
く、ジグザグ欠陥やヘアピン欠陥と呼ばれる欠陥が発生しやすく、このような欠陥は、光
漏れによるコントラスト低下の原因になる。特に、ＳｍＡ相を経由しない強誘電性液晶は
、層法線方向の異なる二つの領域（以下、これを「ダブルドメイン」と称する。）が発生
する（図４）。このようなダブルドメインは、駆動時に白黒反転した表示になり、大きな
問題となる（図５）。ダブルドメインを無くす方法として、液晶セルをＣｈ相以上の温度
に加熱し、直流電圧を印加したまま徐々に冷却する電界印加徐冷法が知られているが（非
特許文献２）、この方法では、再度相転移点以上に温度が上がると配向乱れが生じてしま
い、また、画素電極の間の電界が作用しない部分で配向乱れが発生する等の問題がある。
【０００６】
　液晶の配向処理技術としては、配向膜を用いるものがあり、その方法としてはラビング
法と光配向法とがある。ラビング法は、ポリイミド膜をコートした基板をラビング処理し
てポリイミド高分子鎖をラビング方向に配向させることによりその膜上の液晶分子を配向
させるものである。ラビング法は、ネマチック液晶の配向制御に優れており、一般に工業
的にも用いられている技術である。しかしながら、この方法では静電気や塵の発生、ラビ
ング条件の違いによる配向規制力やチルト角の不均一、大面積処理時のムラなどの問題が
あり、配向欠陥の生じやすい強誘電性液晶の配向処理法には適していない。また、ラビン
グ法ではダブルドメインを改善することはできない。
【０００７】
　上記ラビング法に代わる非接触配向法として光配向法がある。光配向法は、高分子膜ま
たは単分子膜をコートした基板に偏光を制御した光を照射し、光励起反応（分解、異性化
、二量化）を生じさせて高分子膜または単分子膜に異方性を付与することによりその膜上
の液晶分子を配向させるものである。この方法は、ラビング法の問題点である静電気や塵
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の発生がなく、定量的な配向処理の制御ができる点で有用である。しかしながら、この方
法を用いてもダブルドメインの発生を抑制することは困難であり、モノドメイン配向を得
ることは難しい。
【０００８】
　モノドメイン化の方法として、特許文献１には、上下の配向膜の一方にラビング処理を
施し、他方に光配向処理を施すことにより、強誘電性液晶を配向させる方法が記載されて
いる。しかしながら、この方法では一方にラビング処理を施すため、前述したような静電
気や塵の発生、大面積処理時のムラなどの問題が残る。
【０００９】
　一方、近年、カラー液晶表示素子の開発が活発に行われている。カラー表示を実現する
方法としては、一般にカラーフィルター方式とフィールドシーケンシャルカラー方式があ
る。カラーフィルター方式は、バックライトとして白色光源を用い、Ｒ・Ｇ・Ｂのマイク
ロカラーフィルターを各画素に付随させることによりカラー表示を実現させるものである
。これに対し、フィールドシーケンシャルカラー方式は、バックライトをＲ・Ｇ・Ｂ・Ｒ
・Ｇ・Ｂ…と時間的に切り替え、それに同期させて強誘電性液晶の白黒シャッターを開閉
し、網膜の残像効果により色を時間的に混合させ、これによりカラー表示を実現させるも
のである。このフィールドシーケンシャルカラー方式は、１画素でカラー表示ができ、透
過率の低いカラーフィルターを用いなくてすむので、明るく高精細なカラー表示が可能と
なり、低消費電力かつ低コストを実現することができる点で有用である。しかしながら、
フィールドシーケンシャルカラー方式は１画素を時間分割するものであるので、良好な動
画表示特性を得るためには白黒シャッターとしての液晶が高速応答性を有していることが
必要である。強誘電性液晶を用いればこの課題は解決しうるが、上述したように強誘電性
液晶は配向欠陥が生じやすいという問題があり、実用化には至っていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００３－５２２３号公報
【非特許文献】
【００１１】
【非特許文献１】NONAKA, T., LI, J., OGAWA, A., HORNUNG, B., SCHMIDT, W.,  WINGEN
, R., and DUBAL, H., 1999, Liq. Cryst., 26, 1599.
【非特許文献２】PATEL, J., and GOODBY, J. W., 1986, J. Appl. Phys., 59, 2355.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、強誘電性液晶を用いた液晶表示素子において、ダブルドメイン等の配向欠陥
が形成されることなく強誘電性液晶のモノドメイン配向を得ることができ、相転移点以上
に昇温してもその配向を維持することができる配向安定性に優れた液晶表示素子を提供す
ることを主目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を達成するために、本発明は、２枚の基板間に強誘電性液晶と重合性モノマー
の重合物とを含む液晶層が狭持され、上記基板の対向面上にそれぞれ電極と光配向膜とが
順次形成された液晶表示素子であって、
　上記光配向膜の構成材料が、光異性化反応を生じることにより上記光配向膜に異方性を
付与する光異性化反応性化合物を含む光異性化型の材料であり、かつ、上記光配向膜の構
成材料が、上記液晶層を挟んで互いに異なる組成であることを特徴とする液晶表示素子を
提供する。
【００１４】
　本発明においては、液晶層を挟持する２枚の基板の対向面上にそれぞれ光配向膜を有し
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ており、上記光配向膜の構成材料が、光異性化反応を生じることにより上記光配向膜に異
方性を付与する光異性化反応性化合物を含む光異性化型の材料であり、かつ、上記光配向
膜の構成材料が、上記液晶層を挟んで互いに異なる組成であることにより、ダブルドメイ
ン等の配向欠陥が形成されることなく強誘電性液晶を配向させることができるという効果
を奏する。また、電界印加徐冷方式によらずに、光配向膜を用いて配向処理を行うもので
あるので、相転移点以上に昇温してもその配向を維持し、ダブルドメイン等の配向欠陥の
発生を抑制することができるという利点を有する。さらに、本発明の液晶表示素子は、上
記液晶層に重合性モノマーの重合物を含むことにより、強誘電性液晶の配列が高分子安定
化されるため、強誘電性液晶の配列安定性をより優れたものにできる。
【００１５】
　本発明においては、上記光異性化反応性化合物が、偏光方向により吸収を異にする二色
性を有し、かつ、光照射により光異性化反応を生じるものであることが好ましい。このよ
うな特性を有する光異性化反応性化合物の偏光方向に配向した反応部位の異性化を生じさ
せることにより、上記光配向膜に容易に異方性を付与することができるからである。
【００１６】
　本発明においては、上記光異性化反応が、シス－トランス異性化反応であることが好ま
しい。光照射によりシス体またはトランス体のいずれかの異性体が増加し、それにより光
配向膜に異方性を付与することができるからである。
【００１７】
　本発明においては、上記光異性化反応性化合物が、分子内にアゾベンゼン骨格を有する
化合物であることが好ましい。アゾベンゼン骨格は、光照射によりシス－トランス異性化
反応を生じるので、光配向膜の構成材料として、分子内にアゾベンゼン骨格を有する化合
物を含むことにより、光配向膜に容易に異方性を付与することができるからである。また
、アゾベンゼン骨格を有することにより光配向膜に付与される異方性が、強誘電性液晶の
配向制御に特に適しているからである。
【００１８】
　本発明においては、上記光異性化反応性化合物が、アゾベンゼン骨格を側鎖として有す
る重合性モノマーであることが好ましい。光配向膜の構成材料として、アゾベンゼン骨格
を側鎖として有する重合性モノマーを含むことにより、光配向膜に容易に異方性を付与す
ることができ、その異方性を安定化することができるからである。
【００１９】
　本発明においては、上記重合性モノマーの重合物を構成する重合性モノマーが紫外線硬
化性液晶モノマーであることが好ましい。紫外線硬化性液晶モノマーは液晶性を示すこと
から、上記光配向膜の作用により配列することができる。したがって、上記紫外線硬化性
液晶モノマーが配列した状態で重合することにより、強誘電性液晶の配列安定性を向上で
きる利点を有するからである。また、紫外線硬化性液晶モノマーは紫外線照射により重合
反応を生じさせることができるため、本発明の液晶表示素子の製造方法を簡略化すること
ができるという利点も有する。
【００２０】
　本発明においては、上記強誘電性液晶が、単安定性を示すものであることが好ましい。
強誘電性液晶として単安定性を示すものを用いることにより、本発明の構成とすることの
効果が顕著となるからである。
【００２１】
　本発明においては、上記強誘電性液晶が、相系列にスメクチックＡ相を持たないもので
あることが好ましい。上述したように、相系列にスメクチックＡ相を持たない強誘電性液
晶は、ダブルドメイン等の配向欠陥を生じやすいが、上下の光配向膜の組成を、液晶層を
挟んで互いに異なるものとすることにより、ダブルドメイン等の配向欠陥の発生を抑制す
ることができ、本発明の構成とすることの効果が顕著となるからである。
【００２２】
　本発明の液晶表示素子は、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）を用いたアクティブマトリック
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ス方式により駆動させるものであることが好ましい。ＴＦＴ素子を用いたアクティブマト
リックス方式を採用することにより、目的の画素を確実に点灯、消灯できるため高品質な
ディスプレイが可能となるからである。さらに、一方の基板上にＴＦＴ素子をマトリック
ス状に配置してなるＴＦＴ基板と、他方の基板上の表示部全域に共通電極を形成してなる
共通電極基板とを組み合わせ、上記共通電極基板の共通電極と基板との間にＴＦＴ素子の
マトリックス配置させたマイクロカラーフィルターを形成し、カラー液晶表示素子として
用いることもできる。
【００２３】
　また、本発明の上記液晶表示素子は、フィールドシーケンシャルカラー方式により駆動
させるものであることが好ましい。上記液晶表示素子は、応答速度が速く、配向欠陥を生
じることなく強誘電性液晶を配向させることができるので、フィールドシーケンシャルカ
ラー方式により駆動させることにより、低消費電力かつ低コストで、視野角が広く、明る
く高精細なカラー動画表示を実現することができるからである。
【００２４】
　本発明は、２枚の基板間に強誘電性液晶と重合性モノマーの重合物とを含む液晶層が狭
持され、上記基板の対向面上にそれぞれ電極と光配向膜とが順次形成された構成を有し、
上記光配向膜の構成材料が、光異性化反応を生じることにより上記光配向膜に異方性を付
与する光異性化反応性化合物を含む光異性化型の材料であり、かつ、上記光配向膜の構成
材料が、上記液晶層を挟んで互いに異なる組成である液晶表示素子の製造方法であって、
　上記液晶層が、上記基板間に上記強誘電性液晶と上記重合性モノマーとを含む液晶層形
成用組成物を封入する液晶封入工程と、
　上記強誘電性液晶をカイラルスメクチックＣ相の状態とする液晶配向工程と、
　上記強誘電性液晶がカイラルスメクチックＣ相の状態で上記重合性モノマーを重合する
重合工程と、により形成されることを特徴とする液晶表示素子の製造方法を提供する。
【００２５】
　本発明によれば、上記基板間に上記強誘電性液晶と上記重合性モノマーとを含む液晶層
形成用組成物を封入し、上記強誘電性液晶がカイラルスメクチックＣ相の状態で上記重合
性モノマーを重合することによって上記液晶層を形成することにより、ジグザグ欠陥、ヘ
アピン欠陥やダブルドメイン等の配向欠陥の発生を抑制し、強誘電性液晶を用いて単安定
性の動作モードを実現することができる液晶表示素子を製造することができる。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明の液晶表示素子は、ジグザグ欠陥、ヘアピン欠陥やダブルドメイン等の配向欠陥
が形成されることなく強誘電性液晶を配向させることができ、相転移点以上に昇温しても
配向の乱れが生じにくい配向安定性に優れた液晶表示素子を得ることができるといった効
果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明の液晶表示素子の一例を示す概略斜視図である。
【図２】本発明の液晶表示素子の一例を示す概略断面図である。
【図３】強誘電性液晶の印加電圧に対する透過率の変化を示したグラフである。
【図４】強誘電性液晶の有する相系列の相違による配向欠陥の違いを示した図である。
【図５】強誘電性液晶の配向欠陥であるダブルドメインを示した写真である。
【図６】強誘電性液晶の単安定性を説明する概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、本発明の液晶表示素子および液晶表示素子の製造方法について詳細に説明する。
【００２９】
　Ａ．液晶表示素子
　まず、本発明の液晶表示素子について説明する。本発明の液晶表示素子は、２枚の基板
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間に強誘電性液晶と重合性モノマーの重合物とを含む液晶層が狭持され、上記基板の対向
面上にそれぞれ電極と光配向膜とが順次形成された液晶表示素子であって、
　上記光配向膜の構成材料が、光異性化反応を生じることにより上記光配向膜に異方性を
付与する光異性化反応性化合物を含む光異性化型の材料であり、かつ、上記光配向膜の構
成材料が、上記液晶層を挟んで互いに異なる組成であることを特徴とするものである。
【００３０】
　このような本発明の液晶表示素子について図面を参照しながら説明する。図１は本発明
の液晶表示素子の一例を示す概略斜視図であり、図２は概略断面図である。図に示すよう
に、基板４ａに共通電極３ａが設けられ、対向基板４ｂ上にはｘ電極３ｂ、ｙ電極３ｃ、
画素電極３ｄが設けられており、これらの電極が構成する電極層の内側には光配向膜２ａ
、２ｂが形成されている。上記光配向膜２ａ、２ｂ間には強誘電性液晶と重合性モノマー
の重合物とを含む液晶層が狭持される。なお、図１においては光配向膜２ａ、２ｂを省略
している。
【００３１】
　上記基板４ａ、４ｂの外側には偏光板５ａ、５ｂが設けられていてもよく、これにより
入射光が直線偏光となり液晶分子の配向方向に偏光した光のみを透過させることができる
。上記偏光板５ａと５ｂは、偏光方向が９０°ねじれて配置されている。これにより、電
圧非印加状態と印加状態における液晶分子の光軸の方向や複屈折率の大きさを制御し、強
誘電性液晶分子を白黒シャッターとして用いることにより、明状態と暗状態をつくること
ができる。例えば、電圧非印加状態では、偏光板５ａを液晶分子の配向と揃うように設置
することにより、偏光板５ａを透過した光は、偏光方向を９０°回転することができず、
偏光板５ｂにより遮断され、暗状態となる。これに対し、電圧印加状態では、電圧により
液晶分子の方向が変化し、初期状態から角度θだけ回転することにより、光の偏光方向が
直線偏光から円偏光になることから、偏光板５ｂを透過し、明状態となる。そして、印加
電圧により透過光量を制御することにより階調表示が可能となる。
【００３２】
　本発明の液晶表示素子は、このように本発明においては、上下の基板の対向面上にそれ
ぞれ光配向膜を有しており、上記光配向膜の構成材料が、光異性化反応を生じることによ
り上記光配向膜に異方性を付与する光異性化反応性化合物を含む光異性化型の材料であり
、かつ、上記光配向膜の構成材料が、上記液晶層を挟んで互いに異なる組成であることに
より、ジグザグ欠陥、ヘアピン欠陥やダブルドメイン等の配向欠陥の発生を抑制し、強誘
電性液晶のモノドメイン配向を得ることができる。また、本発明は電界印加徐冷方式を用
いないで強誘電性液晶を配向させるものであるので、電界印加徐冷方式の問題点である相
転移点以上に昇温することによる配向乱れが生じにくく、配向安定性に優れているという
利点を有している。光配向膜の構成材料として異なる組成を用いることにより良好な配向
状態が得られる理由は明らかではないが、上下の光配向膜のそれぞれと強誘電性液晶との
相互作用の相違によるものと考えられる。このように本発明の液晶表示素子は、強誘電性
液晶を白黒シャッターとして用いるものであるので、応答速度を速くすることができると
いう利点を有する。
【００３３】
　また、本発明の液晶表示素子は、例えば図１に示すように、一方の基板を薄膜トランジ
スタ（ＴＦＴ）７がマトリックス状に配置されたＴＦＴ基板とし、他方の基板を共通電極
３ａが全域に形成された共通電極基板として、この２つの基板を組み合わせたものである
ことが好ましい。このようなＴＦＴ素子を用いたアクティブマトリックス方式の液晶表示
素子について以下に説明する。
【００３４】
　図１においては、一方の基板は電極が共通電極３ａであり、共通電極基板となっており
、一方、対向基板は電極がｘ電極３ｂ、ｙ電極３ｃおよび画素電極３ｄから構成され、Ｔ
ＦＴ基板となっている。このような液晶表示素子において、ｘ電極３ｂおよびｙ電極３ｃ
はそれぞれ縦横に配列しているものであり、これらの電極に信号を加えることによりＴＦ
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Ｔ素子７を作動させ、強誘電性液晶を駆動させることができる。ｘ電極３ｂおよびｙ電極
３ｃが交差した部分は、図示しないが絶縁層で絶縁されており、ｘ電極３ｂの信号とｙ電
極３ｃの信号は独立に動作することができる。ｘ電極３ｂおよびｙ電極３ｃにより囲まれ
た部分は、本発明の液晶表示素子を駆動する最小単位である画素であり、各画素には少な
くとも１つ以上のＴＦＴ素子７および画素電極３ｄが形成されている。本発明の液晶表示
素子では、ｘ電極３ｂおよびｙ電極３ｃに順次信号電圧を加えることにより、各画素のＴ
ＦＴ素子７を動作させることができる。
【００３５】
　さらに、本発明の液晶表示素子は、上記共通電極３ａと基板４ａとの間にＴＦＴ素子７
のマトリックス状に配置させたマイクロカラーフィルターを形成し、カラー液晶表示素子
として用いることもできる。このような本発明の液晶表示素子の各構成部材について以下
に詳細に説明する。
【００３６】
　１．液晶表示素子の構成部材
　（１）光配向膜
　光配向膜は、後述する光配向膜の構成材料をコートした基板に偏光を制御した光を照射
し、光励異性化反応を生じさせて得られた膜に異方性を付与することによりその膜上の液
晶分子を配向させるものである。
【００３７】
　本発明に用いられる光配向膜は、光を照射して光異性化反応を生じることにより、強誘
電性液晶を配向させる効果（光配列性：ｐｈｏｔｏａｌｉｇｎｉｎｇ）を有するものであ
る。ここで、光異性化反応とは、光照射により単一の化合物が他の異性体に変化する現象
をいう。本発明に用いられる光配向膜の構成材料としては、光異性化反応を生じることに
より上記光配向膜に異方性を付与する光異性化反応性化合物を含む光異性化型の材料であ
れば特に限定されない。なかでも本発明においては、上記光異性化反応性化合物として、
光異性化反応を生じる光の波長領域が、紫外光域の範囲内、すなわち１０ｎｍ～４００ｎ
ｍの範囲内であることが好ましく、２５０ｎｍ～３８０ｎｍの範囲内である化合物を用い
ることが好ましい。
【００３８】
　また上記光異性化反応性化合物としては、偏光方向により吸収を異にする二色性を有し
、かつ、光照射により光異性化反応を生じるものであることが好ましい。このような特性
を有する光異性化反応性化合物の偏光方向に配向した反応部位の異性化を生じさせること
により、上記光配向膜に容易に異方性を付与することができるからである。
【００３９】
　上記光異性化反応性化合物において、上記光異性化反応は、シス－トランス異性化反応
であることが好ましい。光照射によりシス体またはトランス体のいずれかの異性体が増加
し、それにより光配向膜に異方性を付与することができるからである。
【００４０】
　本発明に用いられる光異性化反応性化合物としては、単分子化合物、または、光もしく
は熱により重合する重合性モノマーを挙げることができる。これらは、用いられる強誘電
性液晶の種類に応じて適宜選択すればよいが、光照射により光配向膜に異方性を付与した
後、ポリマー化することにより、その異方性を安定化することができることから、重合性
モノマーを用いることが好ましい。このような重合性モノマーのなかでも、光配向膜に異
方性を付与した後、その異方性を良好な状態に維持したまま容易にポリマー化できること
から、アクリレートモノマー、メタクリレートモノマーであることが好ましい。
【００４１】
　上記重合性モノマーは、単官能のモノマーであっても、多官能のモノマーであってもよ
いが、ポリマー化による光配向膜の異方性がより安定なものとなることから、２官能のモ
ノマーであることが好ましい。
【００４２】
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　このような光異性化反応性化合物としては、具体的には、アゾベンゼン骨格やスチルベ
ン骨格などのシス－トランス異性化反応性骨格を有する化合物を挙げることができる。
【００４３】
　この場合に、分子内に含まれるシス－トランス異性化反応性骨格の数は、１つであって
も２つ以上であってもよいが、強誘電性液晶の配向制御が容易となることから、２つであ
ることが好ましい。
【００４４】
　上記シス－トランス異性化反応性骨格は、液晶分子との相互作用をより高めるために置
換基を有していてもよい。置換基は、液晶分子との相互作用を高めることができ、かつ、
シス－トランス異性化反応性骨格の配向を妨げないものであれば特に限定されるものでは
なく、例えば、カルボキシル基、スルホン酸ナトリウム基、水酸基などが挙げられる。こ
れらの構造は、用いられる強誘電性液晶の種類に応じて、適宜選択することができる。
【００４５】
　また、光異性化反応性化合物としては、分子内にシス－トランス異性化反応性骨格以外
にも、液晶分子との相互作用をより高められるように、芳香族炭化水素基などのπ電子が
多く含まれる基を有していてもよく、シス－トランス異性化反応性骨格と芳香族炭化水素
基は、結合基を介して結合していてもよい。結合基は、液晶分子との相互作用を高められ
るものであれば特に限定されるものではなく、例えば、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－Ｏ－
、－Ｃ≡Ｃ－、－ＣＨ２－ＣＨ２－、－ＣＨ２Ｏ－、－ＯＣＨ２－などが挙げられる。
【００４６】
　なお、光異性化反応性化合物として、重合性モノマーを用いる場合には、上記シス－ト
ランス異性化反応性骨格を、側鎖として有していることが好ましい。上記シス－トランス
異性化反応性骨格を側鎖として有していることにより、光配向膜に付与される異方性の効
果がより大きなものとなり、強誘電性液晶の配向制御に特に適したものとなるからである
。この場合に、前述した分子内に含まれる芳香族炭化水素基や結合基は、液晶分子との相
互作用が高められるように、シス－トランス異性化反応性骨格と共に、側鎖に含まれてい
ることが好ましい。
【００４７】
　また、上記重合性モノマーの側鎖には、シス－トランス異性化反応性骨格が配向しやす
くなるように、アルキレン基などの脂肪族炭化水素基をスペーサーとして有していてもよ
い。
【００４８】
　上述したような単分子化合物または重合性モノマーの光異性化反応性化合物のなかでも
、本発明に用いられる光異性化反応性化合物としては、分子内にアゾベンゼン骨格を有す
る化合物であることが好ましい。アゾベンゼン骨格は、π電子を多く含むため、液晶分子
との相互作用が高く、強誘電性液晶の配向制御に特に適しているからである。
【００４９】
　アゾベンゼン骨格は、直線偏光紫外光を照射すると、下記式（１）に示されるように、
分子長軸が偏光方向に配向しているトランス体のアゾベンゼン骨格が、シス体に変化する
。
【００５０】
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【化１】

【００５１】
　アゾベンゼン骨格のシス体は、トランス体に比べて化学的に不安定であるため、熱的に
または可視光を吸収してトランス体に戻るが、このとき、上記式（１）の左のトランス体
になるか右のトランス体になるかは同じ確率で起こる。そのため、紫外光を吸収し続ける
と、右側のトランス体の割合が増加し、アゾベンゼン骨格の平均配向方向は紫外光の偏光
方向に対して垂直になる。本発明においては、この現象を利用してアゾベンゼン骨格の配
向方向を揃え、光配向膜に異方性を付与し、その膜上の液晶分子の配向を制御する。
【００５２】
　本発明に用いられる分子内にアゾベンゼン骨格を有する化合物のうち、単分子化合物と
しては、例えば、下記式で表される化合物を挙げることができる。
【００５３】

【化２】

【００５４】
　上記式中、Ｒ２１は各々独立して、ヒドロキシ基を表す。Ｒ２２は－（Ａ２１－Ｂ２１

－Ａ２１）ｍ－（Ｄ２１）ｎ－で表される連結基を表し、Ｒ２３は（Ｄ２１）ｎ－（Ａ２

１－Ｂ２１－Ａ２１）ｍ－で表される連結基を表す。ここで、Ａ２１は二価の炭化水素基
を表し、Ｂ２１は－Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＣＯＮＨ－、－ＮＨＣＯ－、－Ｎ
ＨＣＯＯ－または－ＯＣＯＮＨ－を表し、ｍは０～３の整数を表す。Ｄ２１は、ｍが０の
とき二価の炭化水素基を表し、ｍが１～３の整数のとき－Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－
、－ＣＯＮＨ－、－ＮＨＣＯ－、－ＮＨＣＯＯ－または－ＯＣＯＮＨ－を表し、ｎは０ま
たは１を表す。Ｒ２４は各々独立して、ハロゲン原子、カルボキシ基、ハロゲン化メチル
基、ハロゲン化メトキシ基、シアノ基、ニトロ基、メトキシ基またはメトキシカルボニル
基を表す。ただし、カルボキシ基はアルカリ金属と塩を形成していてもよい。Ｒ２５は各
々独立して、カルボキシ基、スルホ基、ニトロ基、アミノ基またはヒドロキシ基を表す。
ただし、カルボキシ基またはスルホ基はアルカリ金属と塩を形成していてもよい。
【００５５】
　上記式で表される化合物の具体例としては、下記の化合物を挙げることができる。
【００５６】
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【化３】

【００５７】
　また、本発明に用いられるアゾベンゼン骨格を側鎖として有する重合性モノマーとして
は、例えば、下記式で表される化合物を挙げることができる。
【００５８】
【化４】

【００５９】
　上記式中、Ｒ３１は各々独立して、（メタ）アクリロイルオキシ基、（メタ）アクリル
アミド基、ビニルオキシ基、ビニルオキシカルボニル基、ビニルイミノカルボニル基、ビ
ニルイミノカルボニルオキシ基、ビニル基、イソプロペニルオキシ基、イソプロペニルオ
キシカルボニル基、イソプロペニルイミノカルボニル基、イソプロペニルイミノカルボニ
ルオキシ基、イソプロペニル基またはエポキシ基を表す。Ｒ３２は－（Ａ３１－Ｂ３１－
Ａ３１）ｍ－（Ｄ３１）ｎ－で表される連結基を表し、Ｒ３３は（Ｄ３１）ｎ－（Ａ３１

－Ｂ３１－Ａ３１）ｍ－で表される連結基を表す。ここで、Ａ３１は二価の炭化水素基を
表し、Ｂ３１は－Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＣＯＮＨ－、－ＮＨＣＯ－、－ＮＨ
ＣＯＯ－または－ＯＣＯＮＨ－を表し、ｍは０～３の整数を表す。Ｄ３１は、ｍが０のと
き二価の炭化水素基を表し、ｍが１～３の整数のとき－Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、
－ＣＯＮＨ－、－ＮＨＣＯ－、－ＮＨＣＯＯ－または－ＯＣＯＮＨ－を表し、ｎは０また
は１を表す。Ｒ３４は各々独立して、ハロゲン原子、カルボキシ基、ハロゲン化メチル基
、ハロゲン化メトキシ基、シアノ基、ニトロ基、メトキシ基またはメトキシカルボニル基
を表す。ただし、カルボキシ基はアルカリ金属と塩を形成していてもよい。Ｒ３５は各々
独立して、カルボキシ基、スルホ基、ニトロ基、アミノ基またはヒドロキシ基を表す。た
だし、カルボキシ基またはスルホ基はアルカリ金属と塩を形成していてもよい。
【００６０】
　上記式で表される化合物の具体例としては、下記の化合物を挙げることができる。
【００６１】
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【化５】

【００６２】
　本発明においては、上記光異性化反応性化合物の中から、要求特性に応じて、シス－ト
ランス異性化反応性骨格や置換基を種々選択することにより、液晶層を挟持する２枚の基
板上に形成された光配向膜の組成を異なるものとすることができる。この場合に、上下の
光配向膜に用いられる光異性化反応性化合物として、シス－トランス異性化反応性骨格が
同一のものを用いてもよいし、異なるものを用いることもできる。また、２種類以上の光
異性化反応性化合物を組み合わせて用いることもでき、組み合わせを変えたり、同一の組
み合わせであっても組成比を変えたりすることにより、上下の光配向膜の組成を変化させ
ることができる。
【００６３】
　本発明に用いられる光配向膜の構成材料としては、上記光異性化反応性化合物のほか、
光配向膜の光配列性を妨げない範囲内で添加剤を含んでいてもよい。上記光異性化反応性
化合物として重合性モノマーを用いる場合には、添加剤としては、重合開始剤、重合禁止
剤などが挙げられる。
【００６４】
　重合開始剤または重合禁止剤は、一般に公知の化合物のなかから、光異性化反応性化合
物の種類によって適宜選択して用いればよい。重合開始剤または重合禁止剤の添加量は、
光異性化反応性化合物に対し、０．００１質量％～２０質量％の範囲内であることが好ま
しく、０．１質量％～５質量％の範囲内であることがより好ましい。重合開始剤または重
合禁止剤の添加量が小さすぎると重合が開始（禁止）されない場合があり、逆に大きすぎ
ると、反応が阻害される場合があるからである。
【００６５】
　上述したように、本発明においては光配向膜２ａと光配向膜２ｂの構成材料は異なる組
成である。本発明においては、上記光異性化反応性化合物の中から、要求特性に応じて、
シス－トランス異性化反応性骨格や置換基を種々選択することにより、上下の光配向膜の
組成を異なるものとすることができるが、上記添加剤の添加量を変えることによって、組
成を変化させることもできる。
【００６６】
　次に、光配向処理方法について説明する。まず、電極が設けられた基板の液晶層と対向
する面上に、上述した光配向膜の構成材料を有機溶剤で希釈した塗工液をコーティングし
、乾燥させる。この場合に、塗工液中の光異性化反応性化合物の含有量は、０．０５質量
％～１０質量％の範囲内であることが好ましく、０．２質量％～５質量％の範囲内である
ことがより好ましい。光異性化反応性化合物の含有量が小さすぎると、配向膜に適度な異
方性を付与することが困難となり、逆に大きすぎると、塗工液の粘度が高くなるので均一
な塗膜を形成しにくくなるからである。
【００６７】
　コーティング法としては、スピンコーティング法、ロールコーティング法、ロッドバー
コーティング法、スプレーコーティング法、エアナイフコーティング法、スロットダイコ
ーティング法、ワイヤーバーコーティング法などを用いることができる。
【００６８】
　上記構成材料をコーティングすることにより得られる膜の厚みは１ｎｍ～２００ｎｍの
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範囲内であることが好ましく、３ｎｍ～１００ｎｍの範囲内であることがより好ましい。
上記膜の厚みが小さすぎると十分な光配列性を得ることができない場合があり、逆に厚み
がありすぎても液晶分子の配向乱れを生じる場合があり、また、コスト的に好ましくない
からである。
【００６９】
　得られた膜は、偏光を制御した光を照射することにより、光励起反応を生じさせて異方
性を付与することができる。照射する光の波長領域は、用いられる光配向膜の構成材料に
応じて適宜選択すればよいが、紫外光域の範囲内、すなわち１００ｎｍ～４００ｎｍの範
囲内であることが好ましく、より好ましくは２５０ｎｍ～３８０ｎｍの範囲内である。
【００７０】
　本発明に用いられる光異性化反応性化合物として、上述したような重合性モノマーを用
いる場合には、光配向処理を行った後、加熱することにより、ポリマー化し、光配向膜に
付与された異方性を安定化することができる。
【００７１】
　（２）液晶層
　本発明に用いられる液晶層は、強誘電性液晶と重合性モノマーの重合物とを含み、上記
光配向膜により狭持させることにより構成されている。
【００７２】
　ａ．強誘電性液晶
　上記液晶層に用いる強誘電性液晶は、カイラルスメクチックＣ相（ＳｍＣ＊）を発現す
るものであれば特に限定されるものではないが、強誘電性液晶の相系列が、コレステリッ
ク相（Ｃｈ）－カイラルスメクチックＣ相（ＳｍＣ＊）と相変化し、スメクチックＡ相（
ＳｍＡ）を経由しない材料であることが好ましい。
【００７３】
　本発明の液晶表示素子は、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）を用いたアクティブマトリック
ス方式により駆動させることが好ましく、さらにカラーフィルター方式またはフィールド
シーケンシャルカラー方式を採用することによりカラー液晶表示素子とすることができる
。このような場合において、強誘電性液晶としては、Ｃｈ相－ＳｍＡ相－ＳｍＣ＊相と相
変化する材料を用いることもでき、Ｃｈ相－ＳｍＣ＊相と相変化し、ＳｍＡ相を経由しな
い材料を用いることもできるが、本発明の液晶表示素子を特にフィールドシーケンシャル
カラー方式により駆動させる場合には、ＳｍＡ相を経由しない、単安定性を示す液晶材料
を用いることが好ましい。特に、正負いずれかの電圧を印加したときにのみ液晶分子が動
作するハーフＶ字駆動するものが、白黒シャッターの開口時間を長くとることができ、明
るいカラー表示を実現することができる点で好ましい。
　ここで、「単安定性を示す」とは、電圧無印加時の強誘電性液晶の状態がひとつの状態
で安定化している状態をいう。具体的に説明すると、図６に例示するように、強誘電性液
晶Ａは層法線ｚに対しチルト角±θだけ傾く二つの状態間をコーン上に動作することがで
きるが、電圧無印加時に強誘電性液晶Ａが上記コーン上のいずれかひとつの状態で安定化
している状態をいう。
【００７４】
　本発明に用いる強誘電性液晶としては、例えば、ＡＺエレクトロニックマテリアルズ社
より販売されている「Ｒ２３０１」が挙げられる。
【００７５】
　ｂ．重合性モノマーの重合物
　上記液晶層に含まれる重合性モノマーの重合物は、液晶層中における上記強誘電性液晶
の配列を安定化させる機能を有するものである。
【００７６】
　（重合性モノマー）
　上記重合性モノマーの重合物に用いられる重合性モノマーとしては、重合反応により重
合物を生じる化合物であれば特に限定されない。このような重合性モノマーとしては、加
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熱処理により重合反応を生じる熱硬化性樹脂モノマー、および活性放射線の照射により重
合反応を生じる活性放射線硬化性樹脂モノマーを挙げることができる。なかでも本発明に
おいては活性放射線硬化性樹脂モノマーを用いることが好ましい。熱硬化性樹脂モノマー
は重合反応を生じさせるために加温処理をすることが必要であるため、このような加温処
理により上記強誘電性液晶の規則的な配列が損なわれたり、相転移が誘起されてしまう恐
れがある。一方、活性放射線硬化性樹脂モノマーではこのような恐れが無く、重合反応が
生じることによって強誘電性液晶の配列が害されることが少ないからである。
【００７７】
　上記活性放射線硬化性樹脂モノマーとしては、電子線の照射により重合反応を生じる電
子線硬化性樹脂モノマー、および光照射により重合反応を生じる光硬化性樹脂モノマーを
挙げることができる。なかでも本発明においては、光硬化性樹脂モノマーを用いることが
好ましい。光硬化性樹脂モノマーを用いることにより、本発明の液晶表示素子の製造方法
を簡略化することができるからである。
【００７８】
　上記光硬化性樹脂モノマーとしては、波長が１５０ｎｍ～５００ｎｍの範囲内の光を照
射することにより、重合反応を生じるものであれば特に限定されない。なかでも本発明お
いては、波長が２５０ｎｍ～４５０ｎｍの範囲内、特に３００ｎｍ～４００ｎｍの範囲内
の光を照射することにより重合反応を生じる紫外線硬化性樹脂モノマーを用いることが好
ましい。照射装置の容易性等の面において利点を有するからである。
【００７９】
　上記紫外線硬化性樹脂モノマーが有する重合性官能基は、上記波長領域の紫外線照射に
より、重合反応を生じるものであれば特に限定されない。本発明においては、アクリレー
ト基を有する紫外線硬化型樹脂モノマーを用いることが好ましい。
【００８０】
　上記紫外線硬化性樹脂モノマーは、一分子中に一つの重合性官能基を有する単官能性モ
ノマーであってもよく、また、一分子中に二以上の重合性官能基を有する多官能性モノマ
ーであってもよい。なかでも本発明においては、多官能性モノマーを用いることが好まし
い。多官能性モノマーを用いることにより、上記液晶層においてより強いポリマーネット
ワークを形成することが可能になるため、分子間力および光配向膜界面におけるポリマー
ネットワークを強化することができる。したがって、多官能性モノマーを用いることによ
り、液晶層の温度変化によって上記強誘電性液晶の配列が乱れることを抑制することがで
きるからである。
【００８１】
　本発明においては、上記多官能性モノマーの中でも分子の両末端に重合性官能基を有す
る２官能性モノマーであることが好ましい。分子の両端に上記官能基を有することにより
、ポリマー同士の間隔が広いポリマーネットワークを形成することができるため、液晶層
に重合性モノマーの重合物を含むことによる強誘電性液晶の駆動電圧の低下を防止できる
からである。
【００８２】
　本発明においては、上記紫外線硬化性樹脂モノマーのなかでも、液晶性を発現する紫外
線硬化性液晶モノマーを用いることが好ましい。このような紫外線硬化性液晶モノマーが
好ましい理由は次の通りである。すなわち、紫外線硬化性液晶モノマーは液晶性を示すこ
とから、上記配向膜の配向規制力により規則的に配列することができる。したがって、紫
外線硬化性液晶モノマーを規則的に配列した後に、重合反応を生じさせることにより、上
記液晶層中に、規則的な配列状態を維持したまま固定化することが可能になる。このよう
な規則的な配列状態を有する重合物が液晶層中に存在することにより、上記強誘電性液晶
の配列安定性を向上することができるため、本発明の液晶表示素子を耐熱性や耐衝撃性に
優れたものにできるからである。
【００８３】
　上記紫外線硬化性液晶モノマーが示す液晶相としては、特に限定されず、例えばネマテ
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【００８４】
　本発明に用いられる上記紫外線硬化性液晶モノマーとしては、例えば、下記式に示す化
合物を挙げることができる。
【００８５】
【化６】

【００８６】
　上記式において、Ａ、Ｂ、Ｄ、ＥおよびＦはベンゼン、シクロヘキサンまたはピリミジ
ンを表し、これらはハロゲン等の置換基を有していてもよい。また、ＡおよびＢ、あるい
はＤおよびＥは、アセチレン基、メチレン基、エステル基等の結合基を介して結合してい
てもよい。Ｍ１およびＭ２は、水素原子、炭素数３～９のアルキル基、炭素数３～９のア
ルコキシカルボニル基、またはシアノ基のいずれであってもよい。さらに、分子鎖末端の
アクリロイルオキシ基とＡまたはＤとは、炭素数３～６のアルキレン基等のスペーサーを
介して結合していてもよい。
【００８７】
【化７】

【００８８】
　上記式において、Ｙは、水素、炭素数１～２０のアルキル、炭素数１～２０のアルケニ
ル、炭素数１～２０のアルキルオキシ、炭素数１～２０のアルキルオキシカルボニル、ホ
ルミル、炭素数１～２０のアルキルカルボニル、炭素数１～２０のアルキルカルボニルオ
キシ、ハロゲン、シアノまたはニトロを表す。
【００８９】
　上記式で示される化合物のなかでも、本発明において好適に用いられる具体的な化合物
としては、下記式の化合物を例示することができる。
【００９０】
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【００９１】
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【００９２】
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【化１０】

【００９３】
　（重合性モノマーの重合物）
　本発明に用いられる重合性モノマーの重合物は、単一の重合性モノマーの重合物であっ
ても良く、また２以上の異なる重合性モノマーの重合物であっても良い。２以上の異なる
重合性モノマーの重合物とする場合は、例えば、上記紫外線硬化性液晶モノマーと他の紫
外線硬化性樹脂モノマーとの重合物を例示することができる。
【００９４】
　重合性モノマーとして上記紫外線硬化性液晶モノマーを用いた場合、本発明に用いられ
る重合性モノマーの重合物としては、主鎖に液晶性を示す原子団を有することにより主鎖
が液晶性を示す主鎖液晶型重合物であっても良く、また側鎖に液晶性を示す原子団を有す
ることにより側鎖が液晶性を示す側鎖液晶型重合物であっても良い。なかでも本発明にお
いては、側鎖液晶型重合物であることが好ましい。液晶性を示す原子団が側鎖に存在する
ことにより当該原子団の自由度が高くなるため、液晶層において液晶性を示す原子団が配
向しやすくなるからである。また、その結果として液晶層中の強誘電性液晶の配向安定性
を向上することができるからである。
【００９５】
　上記液晶層中における重合性モノマーの重合物の存在量は、上記強誘電性液晶の配列安
定性を所望の程度にできる範囲内であれば特に限定されないが、通常、液晶層中に０．５
質量％～３０質量％の範囲内が好ましく、特に１質量％～２０質量％の範囲内が好ましく
、中でも１質量％～１０質量％の範囲内であることが好ましい。上記範囲よりも多いと、
上記強誘電性液晶の駆動電圧の増加や、応答速度の低下を生じる場合があるからである。
また、上記範囲よりも少ないと上記強誘電性液晶の配列安定性が不十分となり、本発明の
液晶表示素子の耐熱性や耐衝撃性を損なってしまう可能性があるからである。
　ここで、液晶層中における重合性モノマーの重合物の存在量は、液晶層中の単分子液晶
を溶剤で洗い流した後、残存する重合性モノマーの重合物の重量を電子天秤で測量するこ
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とによって求めた残存量と、上記液晶層の総質量とから算出することができる。
【００９６】
　ｃ．他の化合物
　本発明に用いられる液晶層には、本発明の目的を損なわない範囲で他の化合物を含んで
も良い。このような他の化合物としては、未反応の重合性モノマー、反応開始剤、および
反応禁止剤等を挙げることができる。
【００９７】
　ｄ．液晶層
　上記晶層の厚みは、１．２μｍ～３．０μｍの範囲内であるのが好ましく、より好まし
くは１．３μｍ～２．５μｍ、さらに好ましくは１．４μｍ～２．０μｍの範囲内である
。液晶層の厚みが薄すぎるとコントラストが低下するおそれがあり、逆に液晶層の厚みが
厚すぎると強誘電性液晶が配向しにくくなる可能性があるからである。
【００９８】
　ｅ．液晶層の形成方法
　液晶層の形成方法としては、一般に液晶セルの作製方法として用いられる方法を使用す
ることができる。例えば、後述する「Ｂ．液晶表示素子の製造方法」の項において記載す
る方法により形成することができる。
【００９９】
　（３）基板
　本発明に用いる基板は、一般に液晶表示素子の基板として用いられるものであれば特に
限定されるものではなく、例えばガラス板、プラスチック板などが好ましく挙げられる。
上記基板の表面粗さ（ＲＳＭ値）は、１０ｎｍ以下であることが好ましく、より好ましく
は３ｎｍ以下、さらに好ましくは１ｎｍ以下の範囲内である。なお、本発明において上記
表面粗さは、原子間力顕微鏡（ＡＦＭ：ＡＴＯＭＩＣ　ＦＯＲＣＥ　ＭＩＣＲＯＳＣＯＰ
Ｅ）により測定することができる。
【０１００】
　（４）電極
　本発明に用いる電極は、一般に液晶表示素子の電極として用いられているものであれば
特に限定されるものではないが、少なくとも一方が透明導電体で形成されることが好まし
い。透明導電体材料としては、酸化インジウム、酸化錫、酸化インジウム錫（ＩＴＯ）等
が好ましく挙げられる。本発明の液晶表示素子を、ＴＦＴを用いたアクティブマトリック
ス方式の液晶表示素子とする場合には、上下の電極のうち一方を上記透明導電体で形成さ
れる全面共通電極とし、他方をｘ電極とｙ電極をマトリックス状に配列し、ｘ電極とｙ電
極で囲まれた部分にＴＦＴ素子および画素電極を配置する。この場合に、画素電極、ＴＦ
Ｔ素子、ｘ電極およびｙ電極により形成される電極層の凹凸部の差は、０．２μｍ以下で
あることが好ましい。電極層の凹凸部の差が０．２μｍを超えると、配向乱れを生じやす
いからである。
【０１０１】
　上記電極は、上記基板上にＣＶＤ法、スパッタリング法、イオンプレーティング法等の
蒸着方法により透明導電膜を形成することができ、これをマトリックス状にパターニング
することによりｘ電極およびｙ電極を得ることができる。
【０１０２】
　（５）偏光板
　本発明に用いる偏光板は、光の波動のうち特定方向のみを透過させるものであれば特に
限定されるものではなく、一般に液晶表示素子の偏光板として用いられているものを使用
することができる。
【０１０３】
　２．液晶表示素子の用途
　本発明の液晶表示素子は、カラーフィルター方式またはフィールドシーケンシャルカラ
ー方式を採用することによりカラー液晶表示素子として用いることができる。本発明の液
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晶表示素子を用いたカラー液晶表示素子は、ダブルドメイン等の配向欠陥を生じることな
く強誘電性液晶を配向させることができるので、視野角が広く、高速応答性を有し、高精
細なカラー表示を実現することができる。
【０１０４】
　これらのなかでも、本発明の液晶表示素子は、フィールドシーケンシャルカラー方式に
より駆動させることが好ましい。上述したように、フィールドシーケンシャルカラー方式
は、１画素を時間分割するものであり、良好な動画表示特性を得るためには高速応答性を
特に必要とするからである。
【０１０５】
　この場合に、強誘電性液晶としては、Ｃｈ相からＳｍＡ相を経由しないでＳｍＣ＊相を
発現する、単安定性を有する液晶材料を用いることが好ましく、特に、正負いずれかの電
圧を印加したときにのみ液晶分子が動作するハーフＶ字駆動する材料を用いることが好ま
しい。このようなハーフＶ字駆動する材料を用いることにより、暗部動作時（白黒シャッ
ター閉口時）の光漏れを少なくすることができ、白黒シャッターとしての開口時間を十分
に長くとることができる。それにより時間的に切り替えられる各色をより明るく表示する
ことができ、明るいカラー液晶表示素子を実現することができる。
【０１０６】
　３．液晶表示素子の製造方法
　本発明の液晶表示素子は、液晶表示素子の製造方法として一般に用いられる方法により
製造することができ、例えば、後述する「Ｂ．液晶表示素子の製造方法」の項に記載する
方法により製造することができる。
【０１０７】
　Ｂ．液晶表示素子の製造方法
　次に、本発明の液晶表示素子の製造方法について説明する。本発明の液晶表示素子の製
造方法は、２枚の基板間に強誘電性液晶と重合性モノマーの重合物とを含む液晶層が狭持
され、上記基板の対向面上にそれぞれ電極と光配向膜とが順次形成された構成を有し、上
記光配向膜の構成材料が、光異性化反応を生じることにより上記光配向膜に異方性を付与
する光異性化反応性化合物を含む光異性化型の材料であり、かつ、上記光配向膜の構成材
料が、上記液晶層を挟んで互いに異なる組成である液晶表示素子の製造方法であって、
　上記液晶層が、上記基板間に上記強誘電性液晶と上記重合性モノマーとを含む液晶層形
成用組成物を封入する液晶封入工程と、
　上記強誘電性液晶をカイラルスメクチックＣ相の状態とする液晶配向工程と、
　上記強誘電性液晶がカイラルスメクチックＣ相の状態で上記重合性モノマーを重合する
重合工程と、により形成されることを特徴とするものである。
【０１０８】
　本発明によれば、上記基板間に上記強誘電性液晶と上記重合性モノマーとを含む液晶層
形成用組成物を封入し、上記強誘電性液晶がカイラルスメクチックＣ相の状態で上記重合
性モノマーを重合することによって上記液晶層を形成することにより、ジグザグ欠陥、ヘ
アピン欠陥やダブルドメイン等の配向欠陥の発生を抑制し、強誘電性液晶を用いて単安定
性の動作モードを実現することができる液晶表示素子を製造することができる。
【０１０９】
　以下、本発明の液晶表示素子の製造方法について詳細に説明する。
【０１１０】
　１．液晶封入工程
　まず本発明における液晶封入工程について説明する。本発明における液晶封入工程は電
極と光配向膜とが順次形成された２枚の基板間に上記強誘電性液晶と上記重合性モノマー
とを含む液晶層形成用組成物を封入する工程である。
【０１１１】
　本工程に用いられる上記２枚の基板は、通常、基板上に電極を形成し、次に上記電極上
に光配向膜を形成することによって形成される。このような基板の形成方法としては、上
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記「Ａ．液晶表示素子」の項に記載した方法と同様であるため、ここでの説明は省略する
。
【０１１２】
　本工程において、液晶層形成用組成物を封入する方法としては、特に限定されるもので
はない。例えば、あらかじめ上記基板を用いて作製した液晶セルに、上記液晶層形成用組
成物を加温することによって上記液晶層形成用組成物中の強誘電性液晶を等方性液体とし
、注入口からキャピラリー効果を利用して注入することにより封入することができる。こ
の場合、注入口は接着剤で封鎖される。
【０１１３】
　本工程に用いられる液晶層形成用組成物は、強誘電性液晶と重合性モノマーとを含むも
のである。上記液晶層形成用組成物に用いられる強誘電性液晶および重合性モノマーとし
ては、上記「Ａ．液晶表示素子　1．液晶表示素子の構成」の項に記載したものと同様で
あるため、ここでの説明は省略する。
【０１１４】
　上記液晶層形成用組成物中に含まれる上記重合性モノマーの量は、液晶層を形成した後
に、上記強誘電性液晶の配列安定化するのに必要な量に応じて任意に決定すればよい。な
かでも本発明においては、上記液晶層形成用組成物中０．５質量％～３０質量％の範囲内
が好ましく、特に１質量％～２０質量％の範囲内が好ましく、なかでも１質量％～１０質
量％の範囲内が好ましい。重合性モノマーの含有量が上記範囲よりも多いと、液晶層を形
成した後に強誘電性液晶の駆動電圧が高くなってしまい、本発明により製造される液晶表
示素子の性能を害する可能性が有るからである。また、上記範囲よりも低いと、強誘電性
液晶の配列安定化が不十分となる結果、本発明により製造される液晶表示素子の耐熱性、
耐衝撃性等が低下してしまう可能性があるからである。
【０１１５】
　上記液晶層形成用組成物には、光重合開始剤が含まれていても良い。特に上記重合性モ
ノマーとして紫外線硬化性樹脂モノマーを用いる場合には光重合開始剤が含まれているこ
とが好ましい。
【０１１６】
　上記液晶層形成用組成物に用いられる光重合開始剤としては、ベンゾフェノン、ｏ－ベ
ンゾイル安息香酸メチル、４，４－ビス（ジメチルアミン）ベンゾフェノン、４，４－ビ
ス（ジエチルアミン）ベンゾフェノン、α－アミノ・アセトフェノン、４，４－ジクロロ
ベンゾフェノン、４－ベンゾイル－４－メチルジフェニルケトン、ジベンジルケトン、フ
ルオレノン、２，２－ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルア
セトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオフェノン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルジ
クロロアセトフェノン、チオキサントン、２－メチルチオキサントン、２－クロロチオキ
サントン、２－イソプロピルチオキサントン、ジエチルチオキサントン、ベンジルジメチ
ルケタール、ベンジルメトキシエチルアセタール、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾイ
ンブチルエーテル、アントラキノン、２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラキノン、２－アミル
アントラキノン、β－クロルアントラキノン、アントロン、ベンズアントロン、ジベンズ
スベロン、メチレンアントロン、４－アジドベンジルアセトフェノン、２，６－ビス（ｐ
－アジドベンジリデン）シクロヘキサン、２，６－ビス（ｐ－アジドベンジリデン）－４
－メチルシクロヘキサノン、２－フェニル－１，２－ブタジオン－２－（ｏ－メトキシカ
ルボニル）オキシム、１－フェニル－プロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）
オキシム、１，３－ジフェニル－プロパントリオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）オ
キシム、１－フェニル－３－エトキシ－プロパントリオン－２－（ｏ－ベンゾイル）オキ
シム、ミヒラーケトン、２－メチル－１［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォ
リノプロパン－１－オン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノ
フェニル）－ブタノン、ナフタレンスルホニルクロライド、キノリンスルホニルクロライ
ド、ｎ－フェニルチオアクリドン、４，４－アゾビスイソブチロニトリル、ジフェニルジ
スルフィド、ベンズチアゾールジスルフィド、トリフェニルホスフィン、カンファーキノ
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ン、エオシン、メチレンブルー等の光還元性色素とアスコルビン酸やトリエタノールアミ
ンのような還元剤との組み合わせ等を例示できる。本工程においては、これらの光重合開
始剤を１種または２種以上を組み合わせて用いることができる。
【０１１７】
　さらに、上記光重合開始剤を用いる場合には、光重合開始助剤を併用することができる
。このような光重合開始助剤としては、トリエタノールアミン、メチルジエタノールアミ
ン等の３級アミン類や、２－ジメチルアミノエチル安息香酸、４－ジメチルアミド安息香
酸エチル等の安息香酸誘導体を例示することができるが、これらに限られるものではない
。
【０１１８】
　２．液晶配向工程
　次に、本発明における液晶配向工程について説明する。本発明における液晶配向工程は
、上記基板間に封入された液晶層形成用組成物中の強誘電性液晶をカイラルスメクチック
Ｃ相の状態とする工程である。本工程において上記強誘電性液晶をカイラルスメクチック
Ｃ相の状態とする方法としては特に限定されないが、通常、上記液晶封入工程前または後
に強誘電性液晶をカイラルスメクチックＣ相からネマチック相への転移温度以上に加温し
、封入された強誘電性液晶を冷却することによりカイラルスメクチックＣ相とする方法が
用いられる。
【０１１９】
　このような方法においては、まず強誘電性液晶をカイラルスメクチックＣ相からネマチ
ック相への転移温度以上に加温する。加温温度は、カイラルスメクチックＣ相からネマチ
ック相への転移温度以上であればよいが、通常、強誘電性液晶が等方相またはネマチック
相の状態となるように加温される。具体的な温度としては、強誘電性液晶の種類によって
異なり、適宜選択される。強誘電性液晶の加温は、上記液晶封入工程前に行われてもよく
、液晶封入工程後に行われてもよい
【０１２０】
　加温された強誘電性液晶の冷却は、通常は室温（２５℃程度）になるまで徐冷される。
【０１２１】
　３．重合工程
　次に、本発明における重合工程について説明する。本発明における重合工程は、上記強
誘電性液晶がカイラルスメクチックＣ相の状態で上記重合性モノマーを重合する工程であ
る。本工程において上記重合性モノマーを重合する方法は、重合性モノマーの種類に応じ
て任意に決定すればよく、例えば、重合性モノマーとして紫外線硬化性樹脂モノマーを用
いた場合は、紫外線照射により重合させることができる。
　このような重合性モノマーの重合は、液晶層に電圧を印加した状態で行っても良く、電
圧を印加しない状態で行っても良いが、本工程においては液晶層に電圧を印加しない状態
で行うことが好ましい。
【０１２２】
　なお、本発明は、上記実施形態に限定されるものではない。上記実施形態は、例示であ
り、本発明の特許請求の範囲に記載された技術的思想と実質的に同一な構成を有し、同様
な作用効果を奏するものは、いかなるものであっても本発明の技術的範囲に包含される。
【実施例】
【０１２３】
　以下、実施例および比較例を用いて本発明をさらに詳細に説明する。
【０１２４】
　実施例および比較例においては、配向膜の形成材料として下記式で表される化合物を用
いた。
【０１２５】
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【化１１】

【０１２６】
　（実施例１）
　Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと２－ｎ－ブトキシエタノール（５０：５０ｗ％）に溶
解した１質量％の化合物１の溶液と、Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと、２－ｎ－ブトキ
シエタノール（５０：５０ｗ％）に溶解した１質量％の化合物５の溶液をそれぞれＩＴＯ
でコーティングされた２枚のガラス基板に回転数４０００ｒｐｍで３０秒間スピンコーテ
ィングした。オーブンで１００℃、１分間乾燥させた後、偏光紫外線を２５℃で１０００
ｍＪ／ｃｍ２露光した。さらに、化合物５の溶液をスピンコーティングしたものについて
は、露光後、窒素雰囲気下１５０℃で１時間加熱した。片方の基板に１．５μｍのスペー
サーを散布し、もう片方の基板にシール材をシールディスペンサーで塗布した。その後、
基板を偏光紫外線照射方向と平行の状態に組み立て、熱圧着を行った。液晶は「２３０１
」（ＡＺエレクトロニックマテリアルズ社製）にＵＣＬ００１（大日本インキ化学工業社
製)を５質量％混合した物を用い、注入口上部に液晶を付着しオーブンを用いて、ネマチ
ック相－等方相転移温度より１０℃～２０℃高い温度で注入を行い、ゆっくりと常温に戻
し、非偏光紫外線を１０００ｍＪ照射したところ、配向欠陥のないモノドメイン相が得ら
れた。
【０１２７】
　（比較例１）
　Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと２－ｎ－ブトキシエタノール（５０：５０ｗ％）に溶
解した１質量％の化合物１の溶液をＩＴＯでコーティングされた２枚のガラス基板に回転
数４０００ｒｐｍで３０秒間スピンコーティングした。その後、実施例１と同様にして乾
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燥した後、露光処理した。さらに、上記に示した方法でセルを組み、液晶を注入し、露光
したところモノドメイン相は得られず、ダブルドメインやジグザグ欠陥、ヘアピン欠陥な
どの配向欠陥が発生した。
【０１２８】
　（比較例２）
　Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと２－ｎ－ブトキシエタノール（５０：５０ｗ％）に溶
解した１質量％の化合物５の溶液をＩＴＯでコーティングされた２枚のガラス基板に回転
数４０００ｒｐｍで３０秒間スピンコーティングした。その後、実施例１と同様にして乾
燥した後、露光処理し、露光後、窒素雰囲気下１５０℃で１時間加熱した。さらに上記に
示した方法でセルを組み、液晶を注入し、露光したところモノドメイン相は得られず、ダ
ブルドメインやジグザグ欠陥、ヘアピン欠陥などの配向欠陥が発生した。
【０１２９】
　（実施例２）
　Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと２－ｎ－ブトキシエタノール（５０：５０ｗ％）に溶
解した１質量％の化合物２の溶液と、Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと、２－ｎ－ブトキ
シエタノール（５０：５０ｗ％）に溶解した１質量％の化合物５の溶液をそれぞれＩＴＯ
でコーティングされた２枚のガラス基板に回転数４０００ｒｐｍで３０秒間スピンコーテ
ィングした。オーブンで１００℃、１分間乾燥させた後、偏光紫外線を２５℃で１０００
ｍＪ／ｃｍ２露光した。さらに、化合物５の溶液をスピンコーティングしたものについて
は、露光後、窒素雰囲気下１５０℃で１時間加熱した。片方の基板に１．５μｍのスペー
サーを散布し、もう片方の基板にシール材をシールディスペンサーで塗布した。その後、
基板を偏光紫外線照射方向と平行の状態に組み立て、熱圧着を行った。液晶は「２３０１
」（ＡＺエレクトロニックマテリアルズ社製）にＵＣＬ００１（大日本インキ化学工業社
製) を５質量％混合した物を用い、注入口上部に液晶を付着しオーブンを用いて、ネマチ
ック相－等方相転移温度より１０℃～２０℃高い温度で注入を行い、ゆっくりと常温に戻
し、非偏光紫外線を１０００ｍＪ照射したところ、配向欠陥のないモノドメイン相が得ら
れた。
【０１３０】
　（実施例３）
　Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと２－ｎ－ブトキシエタノール（５０：５０ｗ％）に溶
解した１質量％の化合物３の溶液と、Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと、２－ｎ－ブトキ
シエタノール（５０：５０ｗ％）に溶解した１質量％の化合物５の溶液をそれぞれＩＴＯ
でコーティングされた２枚のガラス基板に回転数４０００ｒｐｍで３０秒間スピンコーテ
ィングした。オーブンで１００℃、１分間乾燥させた後、偏光紫外線を２５℃で１０００
ｍＪ／ｃｍ２露光した。さらに、露光後、窒素雰囲気下１５０℃で１時間加熱した。片方
の基板に１．５μｍのスペーサーを散布し、もう片方の基板にシール材をシールディスペ
ンサーで塗布した。その後、基板を偏光紫外線照射方向と平行の状態に組み立て、熱圧着
を行った。液晶は「２３０１」（ＡＺエレクトロニックマテリアルズ社製）にＵＣＬ００
１（大日本インキ化学工業社製） を５質量％混合した物を用い、注入口上部に液晶を付
着しオーブンを用いて、ネマチック相－等方相転移温度より１０℃～２０℃高い温度で注
入を行い、ゆっくりと常温に戻し、非偏光紫外線を１０００ｍＪ照射したところ、配向欠
陥のないモノドメイン相が得られた。
【０１３１】
　（実施例４）
　Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと２－ｎ－ブトキシエタノール（５０：５０ｗ％）に溶
解した１質量％の化合物４の溶液と、Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと、２－ｎ－ブトキ
シエタノール（５０：５０ｗ％）に溶解した１質量％の化合物５の溶液をそれぞれＩＴＯ
でコーティングされた２枚のガラス基板に回転数４０００ｒｐｍで３０秒間スピンコーテ
ィングした。オーブンで１００℃、１分間乾燥させた後、偏光紫外線を２５℃で１０００
ｍＪ／ｃｍ２露光した。さらに、露光後、窒素雰囲気下１５０℃で１時間加熱した。片方
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の基板に１．５μｍのスペーサーを散布し、もう片方の基板にシール材をシールディスペ
ンサーで塗布した。その後、基板を偏光紫外線照射方向と平行の状態に組み立て、熱圧着
を行った。液晶は「２３０１」（ＡＺエレクトロニックマテリアルズ社製）にＵＣＬ００
１（大日本インキ化学工業社製) を５質量％混合した物を用い、注入口上部に液晶を付着
しオーブンを用いて、ネマチック相－等方相転移温度より１０℃～２０℃高い温度で注入
を行い、ゆっくりと常温に戻し、非偏光紫外線を１０００ｍＪ照射したところ、配向欠陥
のないモノドメイン相が得られた。
【０１３２】
　（実施例５）
　Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと２－ｎ－ブトキシエタノール（５０：５０ｗ％）に溶
解した１質量％の化合物１の溶液と、Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと、２－ｎ－ブトキ
シエタノール（５０：５０ｗ％）に溶解した１質量％の化合物５の溶液をそれぞれＩＴＯ
でコーティングされた２枚のガラス基板に回転数４０００ｒｐｍで３０秒間スピンコーテ
ィングした。オーブンで１００℃、１分間乾燥させた後、偏光紫外線を２５℃で１０００
ｍＪ／ｃｍ２露光した。さらに、化合物５の溶液をスピンコーティングしたものについて
は、露光後、窒素雰囲気下１５０℃で１時間加熱した。片方の基板に１．５μｍのスペー
サーを散布し、もう片方の基板にシール材をシールディスペンサーで塗布した。その後、
基板を偏光紫外線照射方向と平行の状態に組み立て、熱圧着を行った。液晶は「２３０１
」（ＡＺエレクトロニックマテリアルズ社製）にＵＣＬ００１（大日本インキ化学工業社
製)を５質量％混合した物を用い、注入口上部に液晶を付着しオーブンを用いて、ネマチ
ック相－等方相転移温度より１０℃～２０℃高い温度で注入を行い、ゆっくりと常温に戻
し、非偏光紫外線を１０００ｍＪ照射したところ、配向欠陥のないモノドメイン相が得ら
れた。
【０１３３】
　（実施例６）
　Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと２－ｎ－ブトキシエタノール（５０：５０ｗ％）に溶
解した１質量％の化合物１の溶液と、Ｎ－メチル－２－ピロリジノンと、２－ｎ－ブトキ
シエタノール（５０：５０ｗ％）に溶解した１質量％の化合物５の溶液をそれぞれＩＴＯ
でコーティングされた２枚のガラス基板に回転数４０００ｒｐｍで３０秒間スピンコーテ
ィングした。オーブンで１００℃、１分間乾燥させた後、偏光紫外線を２５℃で１０００
ｍＪ／ｃｍ２露光した。さらに、化合物５の溶液をスピンコーティングしたものについて
は、露光後、窒素雰囲気下１５０℃で１時間加熱した。片方の基板に１．５μｍのスペー
サーを散布し、もう片方の基板にシール材をシールディスペンサーで塗布した。その後、
基板を偏光紫外線照射方向と平行の状態に組み立て、熱圧着を行った。液晶は「２３０１
」（ＡＺエレクトロニックマテリアルズ社製）にＵＣＬ００１（大日本インキ化学工業社
製)を５質量％混合した物を用い、注入口上部に液晶を付着しオーブンを用いて、ネマチ
ック相－等方相転移温度より１０℃～２０℃高い温度で注入を行い、ゆっくりと常温に戻
し、非偏光紫外線を１０００ｍＪ照射したところ、配向欠陥のないモノドメイン相が得ら
れた。
【符号の説明】
【０１３４】
　１　…　液晶層
　２ａ、２ｂ　…　光配向膜
　３ａ　…　共通電極
　３ｂ　…　ｘ電極
　３ｃ　…　ｙ電極
　３ｄ　…　画素電極
　４ａ、４ｂ　…　基板
　５ａ、５ｂ　…　偏光板
　７　…　ＴＦＴ素子
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　Ａ　…　強誘電性液晶分子
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